
お
知
ら
せ

も
よ
お
し
・
講
座

募
　
　
集

無
料
相
談

お
知
ら
せ

2023・10　広報 じょうえつ 16

令
和
６・７
年
度 

建
設
工
事
な
ど
の
入
札
参
加

資
格
審
査
申
請
を
受
け
付
け

他
申
請
の
種
類
＝
建
設
工
事
、
建

設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、測
量
、調
査

な
ど
の
業
務　
申
問
10
月
２
日
㊊

～
11
月
30
日
㊍
（
土
・
日
曜
日
、

祝
日
を
除
く
午
前
８
時
30
分
～
午

後
５
時
15
分
）
の
間
に
契
約
検
査

課
（
☎
０
２
５・５
２
０・５
６
４

４
、
〒
943
・
8601 

木
田
１
・
１
・

３
）
ま
た
は
各
総
合
事
務
所
へ
持

参
す
る
か
、
郵

送
（
11
月
30
日

の
消
印
有
効
）

戦
没
者
遺
骨
の
身
元
特
定

の
た
め
の
Ｄ
Ｎ
Ａ
鑑
定

　
戦
没
者
の
ご
遺
族
に
対
し
、
Ｄ

Ｎ
Ａ
鑑
定
の
申
請
を
受
け
付
け
て

い
ま
す
。
希
望
者
に
は
申
請
書
な

ど
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
問
い
合

わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

対
硫
黄
島
、
イ
ン
ド
、
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
、
沖
縄
、
樺
太
、
旧
ソ
連
、

モ
ン
ゴ
ル
、
タ
イ
、
中
部
太
平
洋

地
域
、
東
部
ニ
ュ
ー
ギ
ニ
ア
、
ノ

モ
ン
ハ
ン
、
ビ
ス
マ
ー
ク
・
ソ
ロ

モ
ン
諸
島
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
お
よ
び

ミ
ャ
ン
マ
ー
で
収
容
さ
れ
た
戦
没

者
遺
骨
に
つ
い
て
、
ご
遺
族
だ
と

思
わ
れ
る
人　
申
問
厚
生
労
働
省

社
会
・
援
護
局
事
業
課
戦
没
者
遺

骨
鑑
定
推
進
室
（
☎
０
３
・
５
２

５
３・１
１
１
１
、内
線
３
５
０
６
）

上
越
市
電
子
申
請
シ
ス
テ
ム
の

運
用
を
開
始
し
ま
す

　
市
で
は
、	

行
政
手
続

に
関
す
る

利
便
性
向

上
を
図
る

た
め
、
10

月
１
日
㊐

か
ら
「
上

越
市
電
子
申
請
シ
ス
テ
ム
」
の
運

用
を
開
始
し
ま
す
。

　
上
越
市
電
子
申
請
シ
ス
テ
ム
は

市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ほ
か
、
市

の
公
式
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
か
ら
も
利
用
で

き
ま
す
。
利
用
可
能
な
手
続
き
・

届
け
出
は
順
次
追
加
す
る
予
定
で

す
の
で
、
最
新
の
状
況
は
シ
ス
テ

ム
の
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
を
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

問
行
政
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
課

（
☎
０
２
５
・

５
２
０
・
５
６

０
５
）

私
立
高
等
学
校
学
費
助
成
金

　
全
日
制
・
定
時
制
・
通
信
制
を

問
わ
ず
、
私
立

高
等
学
校
在
学

中
の
生
徒
の
保

護
者
に
対
し
、

学
費
の
一
部
を

助
成
し
ま
す

（
所
得
制
限
あ

り
）。

時
支
給
時
期
＝
令
和
６
年
２
月　

申
問
12
月
１
日
㊎
ま
で
に
在
学
中

の
学
校
（
市
内
の
学
校
の
み
）
ま

た
は
教
育
総
務
課
（
☎
０
２
５
・

５
４
５・９
２
６
１
）。申
請
書
は
、

学
校
か
ら
配
布
さ
れ
る
ほ
か
、
教

育
総
務
課
に
あ
り
ま
す
。
市
外
の

学
校
に
在
学
中
の
場
合
は
、
学
生

証
な
ど
在
学
し
て
い
る
こ
と
を
証

明
す
る
書
類
が
必
要
で
す

「
２
０
２
３
年
漁
業
セ
ン
サ
ス
」

へ
の
協
力
の
お
願
い

　
農
林
水
産
省
で
は
、
令
和
５
年

11
月
１
日
時
点
の
漁
業
に
関
す
る

調
査
「
２
０
２
３
年
漁
業
セ
ン
サ

ス
」
を
実
施
し
ま
す
。

　
10
月
か
ら
調
査
員
証
を
携
帯
し

た
調
査
員
が
、
漁
業
者
や
水
産
関

係
者
を
訪
問
し
ま
す
の
で
、
調
査

へ
の
回
答
を
お
願
い
し
ま
す
。

問
総
合
政
策
課

統
計
係
（
☎
０

２
５・５
３
２・

２
４
４
０
）

詳しくは

詳しくは

住民税非課税世帯などへの生活支援給付金の申請はお早めに
 問合せ…生活援護課（☎025-520-5697）

　物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい住民税非課税世帯などに対し、生活支援給付金を
支給しています。対象世帯と見込まれる世帯には、７月中旬に「支給のお知らせ」または「確認書」を送付しま
した。確認書を提出していない人は、期限までに提出してください。
※�市で課税状況の判定ができなかった世帯（令和５年１月２日以降に転入した人を含む世帯など）

や家計急変世帯などは申請が必要です。
申10月31日㊋までに生活援護課または各総合事務所、南・北出張所

●住民税非課税世帯など
対①令和５年６月１日時点で上越市に住民登録があり、
令和５年度（令和４年分）住民税が非課税の世帯（た
だし、世帯全員が住民税を課税されている人の扶養に
なっている場合は除く）　②①に該当しない世帯で、
予期しない理由により、令和５年１月から９月までの
間に家計が急変し、世帯全員の収入が、住民税非課税
の世帯と同様の水準にあると認められる世帯　他支給
額＝１世帯あたり３万円

●住民税均等割のみ課税世帯
対令和５年６月１日時点で上越市に住民登録があり、
令和５年度（令和４年分）住民税均等割のみが課税さ
れている世帯（ただし、
世帯全員が住民税を課税
されている人の扶養に
なっている場合は除く）　
他支給額＝１世帯あたり
１万５千円

詳しくは

詳しくは


